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論文内容の要旨
優良な住宅都市として知られる阪神間の住宅市街地は、阪神・淡路大震災により甚大な被害を受けたが、
震災復興にあたって低層を主とする住宅市街地に中高層化が急速に進行し、住環境問題が顕在化した。
本研究は、阪神間住宅都市の震災復興過程における行政と住民による住環境保全に向けての取り組みを
検証し、低層住宅市街地の中高層化に対する住環境保全の課題と方策を考察することを目的とする。
第1章では、阪神間住宅市街地の特性について、土地条件と市街地形成過程を図化手法により分析し、
海浜部の砂丘、山麓部の砂磯地、平野部の自然堤防などに広く分布する砂質層の土地に、明治後期から昭
和初期にかけて開発された別荘地、住宅地が優良な住宅都市のイメージ形成に貢献していることを明らか
にしfこ。
第2章では、阪神大震災による建物被害の分布と前章の市街地特性との関わりを分析し、震災による被
害が砂質層の土地に開発された戸建住宅地等に集中していること、この土地の復興にあたって、民間開発
による個別中高層化が急速に進んでいることを明らかにし、中高層を含む新たな市街地像の構築と優良な
住宅都市イメージの継承が復興の大きな課題であることを指摘した。
第3章では、中高層化が顕著である西宮市南部市街地を対象に、中高層化の動向と建物高さなどに起因
するマンション紛争等の実態を調査した。戸建住宅地として背中合わせの小規模敷地と区画街路で編成さ
れ、住居系用途地域及び容積率200%が広範囲に指定された既成市街地において、個々の敷地が部分的か
っ適法に中高層化されることが紛争を発生され、住環境問題をもたらしていることを明らかにし、このこ
とは、我が国の低層既成市街地一般における住環境問題を圧縮して示した事例であることを指摘した。
第4章では、中高層化に対応する行政及び住民の住環境保全への取り組みの経緯を、震災前と震災後を
通じて検証し、都市計画の見直し、環境保全条例や開発指導要綱の制定等の行政による対策には限界があ
り、住民が目標とする市街地像との聞にギャップがあることを明らかにした。そして、このギャップを埋
める方策として、西宮市南部市街地の多くの地区で住民が地区計画策定に取り組んでいることを示した。
第5章では、住民が策定した地区計画の内容について分析し、住民の求める市街地像が、用途を純化し、
3--7階の高さにより用途地域区分をさらに細区分した戸建と低中層マンションの共生する市街地である
ことを明らかにした。さらに、事例地区において住民の市街地像の形成過程を検証し、地区計画が住民と
法制度による市街地像のギャップを埋めることに効用と限界があることを明らかにした。
結章では、各章の結論を取りまとめた。地区計画により住民の市街地像を明確にして住環境保全をめざ
す西宮市の事例は、現行用途地域制下の我が国の多くの既成住宅市街地の住環境問題の解決に有益な示唆
を与えるものと考えられる。
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論文審査の結果の要旨
阪神・淡路大震災では約15万戸の住宅が失われ、直ちに公的住宅建設を柱とする住宅復興3カ年計画が
立てられた。住宅被災は六甲山南部に位置する神戸市各区、芦屋市、西宮市に集中していたが、住宅復興
は東高西低といわれ、神戸市西部に比べ神戸市東部、芦屋市、西宮市では復興計画を超えて住宅建設が進
んだ。これは、民間供給の中高層マンションによるものであり、住宅地の魅力を求めて被災地区外からの
入居も多く見られた。阪神間住宅都市の魅力は明治後期から昭和前期にかけて開発された優良な低層住宅
地のイメージに負うところが大きいが、この低層住宅地に震災後中高層マンションが急増したため、住環
境にプライドを持つ住民との聞にマンション紛争が多発することとなった。
本論文はまず、この地域の土地条件および市街地形成過程の分析から、阪神間住宅都市の市街地特性と
イメージの由来を明らかにするとともに、住宅被害の分布と重ねて分析しこの市街地特性が被害拡大の要
因であること、復興にあたって低層にこだわらない新しい市街地像の創造が課題であることを指摘してい
るO
次に、西宮市南部市街地を対象に、震災後の住宅復興の実態及び中高層化に伴うマンション紛争多発の
実態を精査し、紛争が主として建物高さに起因し 5'""7階での紛争件数が多いこと、低層住宅地に対する
容積率200%指定が個々の敷地の部分的中高層化に伴う住環境問題を発生させている実態を明らかにし、
法制度により実現する市街地像と住民の目標とする市街地像との聞にギャップがあることが紛争の要因で
あることを指摘している。
このギャップの解消策として行政が取り組んでいる高さ制限などの都市計画規制強化の経過を分析し、
その効果に限界があることを明らかにする一方、多くの地区で住民がまちづくり協議会を結成し地区計画
に取り組んでいること、そして地区計画の策定のプロセスで震災前には顕在化されなかった地区の市街地
像、低層と中高層建物の調和した市街地像が明確化、共有化されること、即ち地区計画が市街地像のギャッ
プを埋め住環境保全の方策として効用を上げていることを検証しているo そして最後に、この住環境保全
型の地区計画が震災後の西宮市において既に1地区策定されていることの意義と他都市への適用の課題を
まとめている。
本論文で得られた知見は、現行用途地域制下における我が国の多くの低層市街地が抱える住環境問題に
有益な示唆を与えるものであり、これらの成果は建築学、都市工学、中でも特に都市計画分野の発展に寄
与すること大である。よって、本論文の著者は、博士(工学)の学位を受ける資格を有するものと認める。
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